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山梨県情報通信関連企業立地促進費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条  山梨県情報通信関連企業立地促進費補助金（以下「補助金」という。）の交付について

は、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に定

めるところによるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条  この要綱は、県内において情報通信業等の立地事業を行う者に対し、予算の範囲内にお

いて助成することにより、情報通信関連産業の集積の促進及び雇用機会の拡大を図り、もって、

本県経済の活性化に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一  情報通信業等の立地事業 情報通信業等の用に供する事業所（以下「事業所」という。） 

県内に新設又は増設し、操業を開始するとともに、将来にわたって操業を継続する見込み

のある事業であって、次のいずれかに該当するものをいう。なお新規常用雇用者数は操業開

始後１年以内に満たすこととする。 

ア 情報サービス業及びインターネット附随サービス業については、新規常用雇用者を５人

以上雇用すること。 

イ コールセンター事業については、新規常用雇用者を２０人以上雇用すること。 

二 情報通信業等 次の事業を行う事業者をいう。 

  ア 日本標準産業分類（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基

準として定められたもの）における情報通信業のうち、次に掲げる事業 

     (ｱ)  情報サービス業 

     (ｲ)  インターネット附随サービス業 

イ コールセンター事業 コンピュータと通信回線を利用して、集約的に顧客サービス等の

業務（主として顧客からの問い合わせに対応する業務）を行う事業 

三 投下固定資産額 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条に規定する家屋及び

償却資産の取得に要する費用のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条

第１号から第３号まで及び第６号から第８号（ソフトウェアに限る。）までに掲げる資産の

総額をいう。ただし、当該資産のうち｢リース取引に関する会計基準｣（改正平成１９年企業

会計基準第１３号）中｢５｣にいうファイナンス・リース取引に基づく物件の扱いについては、

別に定める。 

四 新設 県内に新たに事業所を設置し、第２号ア又はイに掲げる事業を行うことをいう。 

五 増設 既に県内で第２号ア又はイに掲げる事業を行う者が、新たに事業所を設置し、又は

事業所を拡張することをいう。 

六 新規常用雇用者 操業に伴い新たに雇用する労働者及び県外から転入する労働者で、次に

掲げる要件の全てを満たす者をいう。 

   ア 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６０条の２第１項第１号に規定する一般被

保険者である者 
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   イ 県内に住所を有する者 

 

（情報通信業等の立地事業の認定申請） 

第４条  補助金の交付を受けようとする者は、情報通信業等の立地事業について、あらかじめ知

事の認定（以下「事業認定」という。）を受けなければならない。 

２ 前項の申請は、操業開始の原則３０日前までに情報通信関連企業立地促進事業認定申請書（様

式第１号）により行わなければならない。ただし、操業に当たって工事を伴う場合においては、

工事に着手する前に認定申請書を知事に提出しなければならない。 

３ 前項の認定申請書には、事業計画書（様式第２号）のほか、知事が必要と認める書類を添付

するものとする。  

 

（事業認定） 

第５条  知事は、前条の認定申請書の提出があったときは、事業計画書及び申請者の説明をもと

にその内容を審査し、第２条の目的に資すると認められる事業を認定する。 

２ 知事は、前項により認定が適当と認められる事業の申請者に対し、情報通信関連企業立地促

進事業認定通知書（様式第３号）により通知するものとする。なお、認定されなかった申請者

に対しては、その理由を付して審査結果通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

 

（事業認定の変更等） 

第６条 前条第１項の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、操業開始日、事業所

の立地場所その他の事業計画を変更するときは、あらかじめ事業計画変更承認申請書（様式第

５号の１）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 認定事業者は、次のいずれかに該当するに至ったときは、速やかに事業中止等届出書（様式

第５号の２）を知事に提出しなければならない。 

一 情報通信業等の立地事業を中止するとき。 

二  第３条に規定する要件を満たさなくなるとき。 

３ 知事は、前項の届出があったとき、その他必要と認めるときは、認定を取り消すことができ

る。 

４ 知事は、認定事業者が前条第１項の認定を受けた日から、次の各号に掲げる区分に応じ当

該各号に定める期間以内に操業を開始しないときは、認定を取り消すことができる。 

 一 操業に当たって工事を伴わない場合 １年間 

 二 操業に当たって工事を伴う場合   ３年間 

５ 知事は、前２項の規定により認定を取り消した場合、遅滞なくその旨を認定事業者に通知

するものとする。 

 

（操業開始の届出） 

第７条 認定事業者は、補助対象事業の操業を開始したときは、操業開始の日から１０日以内に

操業開始届（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 

 

（地位の承継） 

第８条 認定事業者の地位は、合併その他特別な理由がある場合に限り承継することができる。 

２ 認定事業者の地位を承継しようとする者は、承継承認申請書（様式第７号）を知事に提出し、
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その承認を受けなければならない。 

 

（補助対象経費） 

第９条 補助対象経費は、操業のために要する経費（増設にあっては、当該増設に伴う経費に限

る。）のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 投下固定資産額 事業所の新設又は増設に伴い直接事業に供される投下固定資産の額（土

地を除く。） 

二 建物の賃借額  操業後３年以内の期間に要する事業に使用する建物の賃借額（敷金、権利

金その他これらに類する諸経費を除く。） 

三 設備機器等の賃借額 操業後３年以内の期間に要する直接事業に供される設備機器等の賃

借額 

 

（補助金の額） 

第１０条  補助金の額は、前条に規定する補助対象経費について、次の各号に掲げる区分に応じ、

該当各号に定める額とする。 

一 投下固定資産額 補助対象経費の１００分の１０に相当する額とし、１億円を限度とする。 

二 建物の賃借額及び設備機器等の賃借額 年間の賃借額の合計の１００分の５０に相当する

額とし、１年間１千万円、通算して３千万円を限度とする。 

２ 補助金の額は、この要綱に別の定めがある場合を除き、年度毎の補助対象経費に基づき算定

するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第１１条  補助金の交付を受けようとする認定事業者（以下「補助事業者」という。）は、投下

固定資産額に対する補助金の交付を受けようとするときは、操業開始前までの補助対象経費の

実績を記載した補助金交付申請書（様式第８号）に知事が必要と認める書類を添付して知事に

提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、建物の賃借額及び設備機器の賃借額に対する補助金の交付を受けようとする

ときは、操業開始日から当該年度の９月３０日又は３月３１日までの補助対象経費について補

助金交付申請書に知事が必要と認める書類を添付して知事に提出しなければならない。 

３ 前項の補助金の２回目以降の交付申請は、前項の規定の例により補助金交付申請書に知事が

必要と認める書類を添付して行うものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第１２条  知事は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、適当と認めたときは、必要な条件を付して補助金の交付決定を行い、補助金交付決定通知

書（様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第１３条  知事は前条の交付決定をする場合、次の各号に掲げる事項を条件として交付するもの

とする。 

一 補助金を目的以外に使用しないこと。 

二 この補助金により取得した財産を知事の承認を受けて処分した場合において相当の収入が
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あったときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることがあること。 

三 補助事業者は、補助金に係る経理について、その収支の事実等を明確に記載した帳簿書類

を整理し、かつ、これらの帳簿書類を当該補助事業が完了した日が属する年度の翌年度から

起算して５年間保存しなければならないこと。 

四 事業報告等補助事業に関し必要な報告を求められたときには、速やかに提出すること。 

五 法令その他の関係法規を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を確実に履行するこ

と。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１４条  補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、補助事業中止（廃

止）承認申請書（様式第１０号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１５条  補助事業者は、補助事業が完了したとき、又は前条の規定による補助事業の廃止の承

認を受けたときは、情報通信関連企業立地促進事業実績報告書（様式第１１号）を知事に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して

１箇月を経過した日又は補助金の交付決定を受けた年度の翌年度の４月１０日のいずれか早

い期日までに行うものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第１６条  知事は、前条に規定する実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当

と認めたときは、補助金の額を確定し、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１７条  前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、情報通信関連企業立

地促進費補助金請求書（様式第１２号）を、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の支払）                                               

第１８条 知事は、前条の補助金請求書に基づき補助金を支払うものとする。 

 

（補助金の交付決定の取り消し） 

第１９条  知事は、交付決定の通知を受けた補助事業者が、次のいずれかに該当すると認めると

きは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

一 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

二 第３条第１項第１号に掲げる情報通信業等の立地事業の要件を欠くに至ったとき。 

三 規則又はこの要綱に違反する行為があったとき。 

 

（補助金の返還） 

第２０条 知事は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金

が交付されているときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

２ 知事は、補助金の交付を受けた者が次のいずれかに該当するときは、補助金の一部の返還

を命ずることができる。 
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一 次条第１項で定める期間内に補助事業を休止し、又は廃止したとき。 

二 次条第１項で定める期間内に投下固定資産（第１０条の規定による補助金の額の算定の

対象となった投下固定資産額に係る固定資産をいう。以下同じ。）を処分したとき。 

 

（操業継続期間等） 

第２１条  補助事業者は、第３条第１項第１号に掲げる情報通信業等の立地事業を操業開始から

１０年間継続して営むよう努めなければならない。 

２ 補助事業者は、第１１条の規定により提出された補助金交付申請書（複数提出されている場

合は、最初に提出された補助金交付申請書）に記載された「新規常時雇用者の数」以上の雇用

者数を第１２条の規定による通知の日から３年間維持するよう努めなければならない。 

 

（状況報告） 

第２２条 補助事業者は、次に掲げる日が属する年度の末日を基準日とする事業の状況を、事

業状況報告書（第１３号様式）により知事に報告しなければならない。 

 一 補助対象事業の操業を開始した日から１年が経過した日 

 二 補助対象事業の操業を開始した日から２年が経過した日 

 三 補助対象事業の操業を開始した日から３年が経過した日 

 四 補助対象事業の操業を開始した日から４年が経過した日 

 五 補助対象事業の操業を開始した日から５年が経過した日 

 

（雑則）                                               

第２３条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。   

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。 

  ただし、同日までに第５条に定める事業認定を受けた者については、この要綱は、同日以後

も、なおその効力を有する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の山梨県情報通信関連企業立地促進費補助金交付要綱の規定は、この

要綱の施行の日以後に第５条に定める事業認定を受けた者に適用し、同日前にこの要綱による
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改正前の山梨県情報通信関連企業立地促進費補助金交付要綱第５条に定める事業認定を受けた

者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年９月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２４年１２月５日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の山梨県情報通信関連企業立地促進費補助金交付要綱の規定は、この

要綱の施行の日以後に行われる第１１条第１項及び第２項に定める申請及びこれに対する処分

について適用し、同日前にこの要綱による改正前の山梨県情報通信関連企業立地促進費補助金

交付要綱第１２条に定める交付決定を受けた者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年３月２６日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年３月９日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年３月３１日から施行する。 

 


